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第 3 章 市場経済認識のつらいプロセス 
1 . 解雇への対応 





























































































イキの統計数値は, 手軽には小池 ［2005］ 第 9 





























府招聘研究員 (フルブライト研究員) であった｡ 
フルブライト制度は, その年ドルの切り下げが




もっとも印象深いのはもちろん最初の 2 回, 
とりわけ第 2 回の1974年である｡ この時わたく
しは米の工場別労働組合 Local unions を数多く




労働統計局 Bureau of Labor Statistics, Department 
























は Local agreement とよばれる｡ 大工 builders な
























規定はいう, 生産が 4 週間にわたり週32時間未
満まで減少したとき, 会社は解雇を開始できる, 
と｡ 週労働時間は当時ほぼ週40時間であった｡ 
したがって需要が20％減であれば, (BLS, Dep. of 
Labor [1972], 日本語文献としては小池 ［1977］ 









半解の答えは, 米企業の解雇が layoff であるこ
とをあげる｡ Layoff とは門の外にすこし置いて
おくという語感があり, しばしば ｢一時解雇｣ 
はなはだしくは ｢一時帰休｣ と訳したりする｡ 
解雇は一時だけで再雇用がかなり確実であり, 
日本の解雇とはまるで違う, という含意になる｡ 
だが, 再雇用が確実な ｢一時解雇｣ はわたくし














































う｡ だが, ごく一部の労働組合をのぞき, 組合


































































































ら53年, 全日本自動車産業労働組合 (略称 ｢全










動車労働組合 ［1956］), 15年史 (同 ［1961］), 20
年史 (同 ［1966］), 40年史 (同 ［1986］) と 4 編
あるが, もっともくわしいのは時期の近い10年
史である｡ 10年史を中心に, つぎにくわしい20




















に増加する｡ 1950年 6 月解雇受諾のわずか 2 週
間後, 朝鮮戦争がはじまったからである｡ 争議




んだ｡ まず 8 月夏の一時金要求があった｡ スト
賛成投票が83％ (このスト賛成投票, より正確
には ｢スト権委譲投票｣ の意味についてはのち
に付説する｡), ただし, ここはストなし 2 週間
でひとまず妥結した｡ だが, すぐさま翌 9 月10






が, 米占領軍の ｢中止勧告｣ によって実施でき
なかった｡  いまの方には不案内であろうが, 
1952年のサンフランシスコ条約まで米占領軍に
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まず ｢ 4 月16日より残業拒否｣ (p.80) とあるが, 
その期間や回数などは記されていない｡  4 月23
日 2 時間スト, 24日 1 時間スト,  4 月27日半日ス
ト,  5 月 5 日半日ストとある｡ なお, おなじペ
ージの下段に10年史の編集委員のひとり, のち
の教宣部長則武阿喜夫の手記があり, それによ
ると, ストはもっと多い｡ 上記にくわえ,  4 月
26日,  5 月 4 日部分スト,  5 月 6 日,  7 日全面スト
とある｡ 
もっともくわしい ｢愛知県労働運動史｣ によ
るとなお多い｡ 上記以外に 4 月21日 2 時間スト, 
26日から 4 職場による ｢無期限部分スト｣, 同
26日全職場 4 時間スト, 30日 2 時間スト,  5 月 8 
日も全面スト, ついに米占領軍の ｢勧告｣ で中
止となった (第二巻, pp.211－236)｡ 朝鮮戦争下, 
軍用トラックの生産をやめることは許されなか







時間外拒否もあり, 24時間ストは 2 回であった




日スト 2 回, 部分スト (回数不詳), ほかに破防
法反対24時間ストもあった｡ 夏の一時金闘争は
スト権投票88％,  3 社共闘で午後 2 時以降スト, 
また 1 時間ストがあった｡ 秋の賃上げは 3 社共
闘であり, スト権投票95％, 24時間スト 1 回, そ
のほかときの副委員長, 林田博臣の手記によれ
ば, ｢実質的な職場放棄を数日に亙って行って






にはときの書記長, 土屋満の手記で ｢職場交渉, 
職場放棄, ストライキなどの実力行使を繰り返
し｣ とある｡ ただし回数, 時間は記されていな
い｡ もっとも ｢長期ストの疲れ｣ でスト投票は 
｢60％そこそこにすぎなかった｡｣ (p.87) 





















史 (いすず自動車労働組合 ［1956］) がくわし
い｡ 社史 (いすず自動車 ［1988］) を参照する
のはもちろんである｡ 
1951年春の賃上げ闘争で,  2 時間スト 2 回,  3 
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間 2 回,  1 時間 1 回と打つ｡ 秋の年末一時金闘
争でも24時間ストが 1 回ある｡ 
1953年は争議の連続であった｡ 中心はトヨタ
とおなじく時間中の組合活動の賃金支払いいか
んであった｡ まずは 3 月23日の賃上げ要求提示
から 5 月の賃金体系要求, さらに 6 月の夏の一
時金にいたるまで, 争議がそのまま継続する｡  
1 時間スト 2 回, また数日におよぶ 1 時間スト, 
さらに期間は明記されていないが, 54名の部分















い｡ それを一瞥しておく｡ なお, おもな資料はこ






その間, トヨタ支援で 2 時間ストを 2 回, さら
にほぼ同時期破防法反対などの政治ストを24時
間 2 回,  1 時間ストを 1 回打っている｡ この年
後半, 賃金について部分ストを打っているが, 
その規模, 回数は不詳である｡ (社史, p.263) 
翌1951年春の賃金上げ闘争では,  3 月30日か
ら 4 月18日の間, 職場大会, ｢職場サボ｣ があっ
た, と社史は記す｡ その規模, 回数などはわか
らない｡ さらに 4 月19日, 20日,  2 時間スト, 21
日24時間スト, 24日以降部分スト, さらに29日






値を掲げる｡ すなわち 3 社のなかでの日産の賃
金がとくに高いことをしめしているからである｡ 
その原資料は ｢総務人事週報｣ という文書で, 







表 3 － 1 自動車 3 社賃金比較 ― 1951年, 指数 
 旧賃金ベース 新賃金ベース 増加分 
日 産 100 100 100 
トヨタ 63 64 66 
いすず 83 83 83 




















72  対抗から共働へ ― 戦後労働史 その 1 トヨタ1950年争議 (2) 
1953年日産争議 
有名な1953年日産争議は, 会社によれば 3 月
18日から 5 か月, 組合によれば 5 月23日から 9 
月の21日まで 4 か月つづいた｡ その経緯にもっ
ともくわしく, しかも労働側, 経営側双方の当
時の文書資料を採録しているのは, 労働省 ｢資
料労働運動史｣ で, くわしくはそれにゆずる｡ 
また第一組合側の文献としては熊谷 , 嵯峨 

























し上げ, あるいは閉じ込め, である｡ そしてそ
れを理由に ｢暴行傷害｣ で会社が告発し, 益田



















おそれすぎる, というのであろう｡ すなわち 



























































































日本人文科学会 ［1963］ は, 1950年トヨタ争
議のとき志ある人物はほとんど解雇された, と
記している  (p.104)｡  その典拠は組合10年史 
(トヨタ労働組合 ［1956］ p.77) 掲載の手記, 争



















す｡  ただし , 組合からの離脱というよりは , 
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をしめた｡ かれは1948,  9 年専門部員であった｡ 
養成工 3 期生である (読売 ［2003］ p.223)｡ 
なお, わたくしの知るかぎり, トヨタの労働








ぱにいって, つぎの 3 つのグループからなる｡ 
ａ. トヨタ本体の組合, ほぼ 4 分の 1 をしめる
か｡ 





数 1 万をこえる大企業もつづく｡ もともとは多
くがトヨタ本体のひとつの部か課であった｡ そ
れでトヨタが株を相当持っている｡ このグルー
プが全トヨタ労連のおそらくは 3 分の 1 強をし
める｡ 
ｃ. トヨタが株をほとんどもっていない独立
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ど 1 年でかわり, おそらくははじめての複数年











のあと, 県会議員をながくつとめた｡ なお, 全
自の東海支部の役員はトヨタ出身が当時は 2 ,  





















からずが ｢養成工｣ 出身, ということである｡ 











徹底して広くすすめたとき, 養成工 OB を大い
に重視した, という (田中 ［1982］ p.41)｡ いや
争議中も養成工第一期生と相談したという｡ 前













た｡ 他方, 日産 7 名, トヨタはゼロであった｡ 
トヨタがゼロとは1950年争議でそうした人た
ちが解雇されたからではないか, とおもわれる








いま組合 3 役に注目して説明しよう｡ 解雇争議






















ものがとぼしいからである｡ ふつう, 東大社研 
［1950］ , 大河内他  ［1965］ , 労使関係調査会 
｢1962, 63, 64｣  日本労働協会  ［1992］  稲上 
［1995］ などがあげられる｡ だが, 奇妙なこと




労使関係調査会 ［1962, 63］ は養成工出身者
の数値を挙げているが, 分析ではほとんど無視
している｡ もっとも事情にくわしいはずの白井 
















た｡ 国営企業では国鉄 (JR) 書記長から総評事
務局長の岩井章, 全逓委員長 (郵政) の宝樹文












































いう形のようであった (くわしくは隅谷 ［1971］ 
など参照)｡ 学科はふつうの数学, 国語などの










スであった｡ 中学新卒者をきびしい試験で選び,  
3 年ほどの全日の訓練コースにいれるのである｡ 
最初 2 年はほとんど工業高校の授業内容とかわ
らない｡ 国語, 数学, 英語などふつう学科をし




を見なければなるまい｡ 当時, 義務教育は 9 年
であった｡ 敗戦後事実上の 8 年から 9 年にのび












う｡ 隅谷, 古賀 ｢1978｣ から比較的情報の多い








期間は本科 3 年, 研究科 1 年とあるが, 研究
科のことはあまり記されていない｡ 採用は毎年
50名とされ, 中学新卒を募集, 倍率はこの年 8 
倍であった｡ この倍率からも, その入所のむつ
かしさがわかるであろう｡ なお学科と工場での
実習の割合は, 本科 1 年次, 学科週 4 日, 工場 2 
日,  2 年次, ほぼ半半,  3 年次, 学科週 2 日, 工
場 4 日と記す｡ そして全寮制が原則であった｡ 









ほぼつぎの 5 層にわかれていた｡ 
まずホワイトカラーのふたつのグループがあ











というのは, 養成工自体はほぼ毎年 1 クラス, 
数十人ほど採用されるのだが, 他のブルーカラ





第 4 , 高校中学新卒の正規生産労働者であり, 
高卒をとれば, そのかなりがこのグループに属
する｡ このグループは高卒ながら中卒の養成工












民間大企業の養成工は,  3 年ほどの課程をお
えると, 生産職場に配属され, すくなからず将
来, 職長に昇進していく (なお第 4 グループは









































っとも大規模なのは国鉄 (いまの JR) であろう
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労使関係調査会 ［1962, 63, 64］ が多少とも
関連する数値をしめしている｡ それは1957年 7 











較したのがつぎの表 3 － 2 である｡ もともとこ
の調査は, 学歴を集計するにあたり, つぎの区
Hosei University Repository
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分をとっていた｡ ａ. 小, ｂ. 高小・新中, ｃ. 旧
中・新高, ｄ. 高専, 短大, ｅ. 旧大, 新大卒, ｆ. 
その他, そこに書き入れの空所をおき, かっこ














表 3 － 2 学歴別にみた組合リーダー ― 1957－66年 
(％) 
  大卒 高専･短大卒 旧中･新高 高小･新中 小 企業内 養成機関 計 
合計  11.5 12.0 36.7 16.5 15.8 5.2 100 
単組 委員 7.0 13.6 42.0 16.4 18.1 1.7 100 
  3 役 10.0 10.7 34.1 18.7 18.5 6.0 100 
企連 委員 16.2 4.4 42.6 22.1 11.8 2.9 100 
  3 役 16.7 10.2 35.3 17.9 10.6 － 100 
産業レベル 委員 16.2 17.7 31.3 14.5 11.1 5.5 100 
本部  3 役 21.4 16.0 31.9 13.2 13.2 3.1 100 
出所：労使関係調査会 ［1963］ p.70－71. 
 






















ベル単組の 3 役である｡ トヨタの事例でいえば, 






その傾向は表 3 － 3 で歴然となる｡ 表は単産
別の集計で, 国営 (当時は ｢官公労｣ という) 
と民間を比較できる｡ 国営は数値の面で各段に
高い｡ 全逓, 機関車, 国鉄ではじつに 2 割から 
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用者に 3 年の養成工コースを用意するのは, 技
能の形成に年齢としてあまりに遅すぎるとみた｡ 
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の連帯保証をした｡ 前者はまったく返済されず, 
後者の処理は不詳である｡ 多分トヨタ労働組合が
背負い込んだのであろう｡  なお , 熊谷 , 嵯峨 
［1983］ はこの点につき, 日産分会を弁護し, トヨ
タ労働組合は借金の返済問題を全自解散の口実に




 4) ｢愛知県労働運動史｣ 第一巻は1950年 4 月10日
時点での ｢トヨタコロモ分会闘争委員名簿｣ を掲
げている (pp.676－7)｡ ｢所属｣ ＝ 職域, 入社年次, 
年齢, 学歴, 組合役員歴を掲げている｡ それによ
る｡ 
 5) これまでの日本の労働組合リーダー研究でもっ
























いる人たちである｡ 英についての 1 例の記述は小
池 ｢2009｣ 第 5 章にある｡ 1960年代後半, 当時英
で最強とされた機械工組合の, 最強とされたマン
チェスター地区の事例を描いている｡ 米の数事例



























 6) ｢事実上の 8 年｣ という言い方をしたのは, つぎ
の事情がある｡ 1941年 3 月 1 日 ｢国民学校令｣ (勅
令148号) により義務教育は 8 年とされた｡ ただし
戦時ゆえに ｢無期延期｣ された｡ 1944年 2 月16日 
(勅令80号) ｢国民学校令戦時特例｣ による｡ しか






 7) ただし, トヨタ自動車の初期戦前の養成工はや
や人数が多かったようだ｡ トヨタ自動車20年史 
(トヨタ自動車 ［1958］, p.213) によれば, 1939年第
一期生は旧高小卒 ( 8 年制) 201人, 第 2 期生は102
人,  3 年制であった｡ おそらくは当時の政令にも
とづく青年学校とのからみで, 初期は人数が多か
ったのかもしれない｡ さらに第二次大戦中はなは
だ多くなる｡  敗戦後この制度は一時消えたが , 
1951年 4 月再開された｡ 以降30－50人規模となる
ようだ｡ なお, 1950年解雇反対争議時, 再建同志
会にあつまった養成工 1 期生は, ほぼ1920年代半
ばの生まれ, 争議時20歳代半ばであった｡ 
トヨタの養成工の勉学内容などについては, 読
売 ［2003］ 第 2 章 ｢養成工一期生｣ がくわしい｡ 
ところで読売 ［2003］ は第一期養成工の人数を
330名余と記す｡ 社史との食い違いの理由はわか
らない｡ あるいは第 1 期と第 2 期をあわせた数字
か｡ 
 8) ｢企業レベルの単組｣ と ｢企業連合レベル｣ と
Hosei University Repository
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は, どちらも個別企業の従業員を組織している点
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